社会的インパクトマネジメントの実施支援に関する連携協定（案）

〇〇〇〇〇〇〇〇（以下「甲」という。）とアンドパブリック株式会社（以下「乙」という。）とは、甲が推進する政策・施策・事業における社会的インパクトマネジメントの実施支援を通じて、地域課題の解決及び住民サービスの向上を図るため、次のとおり連携協定（以下「本協定」という。）を締結する。

（目的）
第１条　本協定は、甲及び乙が相互に緊密に連携し、それぞれが有する資源・知見・ネットワークを持ち寄り、対等な協働関係のもとで社会的インパクトマネジメントの手法を実践的に活用することにより、甲においては 政策・施策・事業の成果向上、地域課題の解決及び住民サービスの向上を、乙においては 当該手法の実践知の深化及び社会的インパクトマネジメントの実証実績の獲得を、それぞれ図ることを目的とする。

（相互協力）
第２条　甲及び乙は、前条の目的を達成するため、それぞれ次の役割を担い、相互に協力するものとする。
一　甲は、本協定に基づく取組の対象となる政策・施策・事業に関する情報の提供、庁内における実施環境の整備及び職員の参画に努めるものとする。
二　乙は、社会的インパクトマネジメントに関する専門的知見・手法・ネットワークの提供に努めるとともに、本協定を通じて得られた成果を自らの実践実績として活用できるものとする。

（連携事項等）
第３条　甲及び乙は、前条の目的を達成するため、双方協議の上、次に掲げる事項（以下「連携事項」という。）について、自らの事業活動に支障をきたさない範囲内で、連携して取組むよう努めるものとする。
１　社会的インパクトマネジメントの導入・実施支援に関する事項
２　ロジックモデルの作成及び成果指標の設定に関する事項
３　政策・施策・事業の成果（インパクト）の可視化・評価に関する事項
４　評価結果の活用による政策・施策・事業の改善に関する事項
５　職員の能力開発及び人材育成に関する事項
６　前各号に掲げるもののほか甲及び乙の協議により定める事項
７　乙は、甲と協議の上、連携事項の一部を乙の関係会社（以下「関係会社」という。）に実施させることができる。
８　甲及び乙は、連携事項を効果的に実施するため、必要に応じて協議を行うものとし、具体的な取り組みの内容及び実施方法については、甲乙協議の上、取り組みごとに、別途、取り決めるものとする。

（経費の負担）
第４条　本協定に基づく連携事項の実施に要する経費は、原則として各自が負担するものとする。
２　前項にかかわらず、連携事項の実施に伴い直接必要となる実費（旅費、会場費、資料印刷費等）については、甲乙協議の上、その負担を定めるものとする。
３　連携事項の遂行に付随して、又は派生して 別途の専門的業務が必要となる場合において、甲が乙に当該業務の実施を依頼するときは、その費用は、業務実施時点における乙の標準的な業務料金等を基準として、甲乙協議の上、別途決定するものとする。

（確認事項）
第５条　甲及び乙は、本協定の締結が、第三者と連携・協力することを妨げるものではないことを確認する。

（協定内容の変更）
第６条　甲及び乙のいずれか一方が本協定の内容の変更を申し出たときは、その都度、甲乙協議の上、必要な変更を行うものとする。

（協定の有効期間等）
第７条　本協定の有効期間は、本協定を締結した日から1年間とする。ただし、本協定の有効期間が満了する日の１ヶ月前までに、甲乙いずれかからも書面により協定終了の申出を行わないときは、有効期間が満了する日の翌日から、1年間延長するものとし、以後も同様とする。
２　前項の規定に関わらず、１ヶ月前の予告期間をもって相手方に対し事前に書面により通知することにより、本協定の全部又は一部を解約することができる。

（守秘義務）
第８条　甲及び乙は、本協定に基づく事業の実施に際して、職務上知り得た個人情報等について、この協定書の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、相手方の承認を得ずに、第三者に開示又は提供してはならない。
（規定外事項）
第９条　本協定に定めない事項又は本協定の各条項の解釈に関して疑義が生じた事項については、甲乙協議の上、解決を図るものとする。

以上、本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各自1通を保有する。

令和◯年◯月◯日

　　
甲：◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯
　　　 　　　　　　　　　　　 ◯◯◯◯　  ◯ ◯ ◯ ◯


乙：神奈川県中郡二宮町二宮212 栄ビル3F-305
　　　　　　　　　　　　　 アンドパブリック株式会社
　　　 　　　　　　　　　　　 代表取締役　桑　原　憂　貴

